
令和４年度　第１回郡山市総合教育会議　次第

１　開　会
２　市長あいさつ
３　議　題
 (1)学びのＤＸ
 (2)市立学校におけるコロナウイルス感染症対策
４　報　告
 (1)郡山市立学校いじめ認知件数の推移
 (2)本市におけるヤングケアラー対応
５　その他
６　閉　会

　　　　　　　　日時：令和４年５月26日（木）13時30分～14時30分
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郡山市は、国の GIGA スクール構想に伴い、すべての子供たちに個別最適化された学習環境を提供するために、令和 2 年度に高速校内ネットワークと
1 人 1 台端末、Web カメラを一体的に整備しました。令和 3 年度より、整備された学習環境を有効に活用しています。 

総合教育会議 議題１ 
2022/5/26 学校教育部 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「学びの DX」（学校教育部） 「誰一人取り残さない」教育の推進 ～多様性と調和を目指して～ 

クラウド型デジタル教材（スタディサプリ）の導入 

GIGA スクール運営支援センターの開設 

学習者用デジタル教科書の活用 

デジタル新聞の活用 
令和４年４月に「郡山市 GIGA スクール運営支援センター」

を開設し、１人１台タブレット端末環境の安定的な運用を支
えます。 

・ネットワーク障害に対する応急対応 
・ICT ヘルプデスク 
（平日）学校からの ICT機器に関する相談、
操作方法等の問い合わせ対応 
・ICT コールセンター 
（休日）家庭からの端末に関する相談、操
作方法等の問い合わせ対応（９月開始予定） 

・高速大容量の通信ネットワークの安定化 
・学校現場対応の迅速化（きめ細かな対応） 
・学校や家庭の ICT 活用のさらなる推進 

１人１台端末環境を生かし、個別最適な学びを保障できる

よう、クラウド型デジタル教材を充実・拡大し、児童生徒の

学力向上を図ります。 

・５教科（国語、算数・数学、理科、社会、英語）に対応。 
・基本問題や応用問題、解説動画が充実。 

・在籍学年に関係なく、学び直しや先取り学習などの習熟に
応じた個別最適な学びが可能。 

・個人や学級単位等での学習履歴の確認による指導への活用
が可能。 

学びの DX の推進 
「学び方・教え方」 

「家庭学習」の 

変革 

どの子も思う存分学べる 
学習環境の整備・充実 

～Society5.0 時代を生きる 
子供たちのために～ 

児童生徒がデジタル新聞（毎日新聞、福島民友新聞）をい

つでも手軽に閲覧できる環境を整えることにより、高度情報

化社会を生き抜くための情報活用能力の育成を図ります。 

 
【朝学習】興味・関心に応じた記事の閲覧。 

【授 業】国語科での新聞の構成や説明的文章の書き方の学習、社会科

や総合的な学習の時間等での調べ学習。 

【家 庭】授業の中で疑問に思ったことの調べ 

学習、自主学習として家庭で調べた 

ことをまとめる学習。 

【図書館】デジタル新聞を印刷し、図書室 

への掲示及びスクラップブックの 

作成。 

 

 学習者用デジタル教科書（英語、算数・数学、理
科）を使用することにより、全ての児童生徒の「個
別最適な学び」をサポートし、言語能力、情報活
用能力、問題発見・解決能力の育成を図ります。 

【一斉学習】ポイントとなる部分に印をつけたり、図や
表を拡大して提示したりするなど全体での
共有。 

【個別学習】発音練習や動画視聴、シミュレーション操
作など個々のペースに合わせた学習。自分の
考えの書き込み等の学習記録の蓄積。 

【協働学習】友達と意見の交流などを行い、考えを付け
加えたり、書き直したりするなどの練り上
げ、再構成。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市立学校における新型コロナウイルス感染症対策の現状 
総合教育会議 議題２ 

2022/5/26 学校教育部 

〇 児童生徒、教職員の健康観察（朝、帰宅時の検温）の徹底 

 〇 常時換気および基本的な感染対策の徹底 

   ① 身体的距離の確保  ② マスクの着用 

 ③ 手洗い・手指消毒  ④ 黙食  等 

 〇 保護者への協力依頼 

① 家庭での感染対策  ② 症状のある時の行動  等 

〇 感染症対策に対応した部活動等の実施 

   （平日は 1 時間以内、週休日及び祝日は 2 時間以内） 

〇 ＩＣＴ機器の効果的な活用による学びの保障 

   （学級閉鎖時のタブレットの持ち帰り） 

〇 学校施設の消毒（スクール・サポート・スタッフの協力） 

 〇 学校医・薬剤師との連携 

 〇 中学校区における感染症対策の徹底 

〇 いじめ防止の徹底、偏見や差別の絶無、子どもの心のケア 

２ 郡山市立学校における感染症対策 

〇 保健所との連携による適切な対応と各学校への指導 

  （機動的な学級閉鎖およびＰＣＲ検査の実施） 

〇 感染リスク低減のためのトイレ清掃業務委託の実施 

〇 スクール・サポート・スタッフの全校配置（県）による

教職員の負担軽減 

〇 オンライン学習等に対応するＩＣＴ機器の整備・充実 

〇 緊急時のスクールカウンセラーの派遣 

〇 保護者負担軽減のための学校給食費補助 

〇 ３密回避のためのスクールバス等の増便 

〇 ＣＯ２モニターの貸出（８０台） 

３ 教育委員会による学校支援 

〇 健康観察の徹底（朝、帰宅時の検温） 

 〇 家庭における常時換気、手洗い、マスク着用の推進 

 〇 発熱等体調がすぐれない場合の対応の徹底 

４ 家庭との連携 

１ 小中学生の感染状況 （直近 1 か月の様子） 
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総合教育会議 報告１ 

2022/5/26 学校教育部 
2010 年度～2020 年度 郡山市立学校いじめ認知件数の推移 

（1,000 人当たりのいじめ認知件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【傾向】 

① 2013 年９月に「いじめ防止対策

推進法」が施行された。 

② 2014 年度調査では、いじめの認

知に関する考え方が改めて示され、

対人関係のトラブルと捉えていた

事例も積極的にいじめとして認知

することとなったため、以降、いじ

めの認知件数が増加している。 

【対策（市）】                           【対策（学校）】 

①  2014 年４月「郡山市いじめ防止基本方針」の策定        ⑥ 各学校において「学校いじめ防止基本方針」の策定と公開 

②  「郡山市いじめ問題対策連絡協議会」の開催           ⑦ 学期１回以上学校生活アンケート及び教育相談の実施 

③  「スマートフォン使用に関わる懇談会」の開催          ⑧ 「いじめ防止指導資料（リーフレット）」や「いじめ対応マニュ 

④  「いじめ防止指導資料（リーフレット）」や「いじめ対応マニュア   アル」の活用 

ル」の作成                            ⑨ 中学校区でのいじめ防止啓発ポスターの作成と活用 

⑤  「郡山市いじめ法律相談ホットライン」の開設          ⑩ ネットいじめ防止等に向けた情報モラル教育の充実 

１０００人当たりの認知件数

認知件数 

2010年度 

令和 4 年版「いじめ防止指導資料（リーフレット）」 



本市におけるヤングケアラー対応について 総合教育会議 報告２-①
2022/5/26 こども部

●ヤングケアラーとは
・ヤングケアラーとは、本来大人が担うと想定されているような、家事や家族の世話などを日常的に
行っている子どものことを指すとされています。

・ヤングケアラーは、年齢などに見合わない重い責任や負担を負うことで、本来なら享受できたはずの
「子どもとしての時間」と引き換えに、家事や家族の世話をしていることがあります。

・国の調査によると、ヤングケアラーは社会的認知度が低く、子ども自身や周囲の大人が気付けないこと
が多いため、認知度向上が急務となっています。

・本市では、子どもたち自身や関係者の認知度向上と、ヤングケアラーを発見した際の支援に向けて、
部局間協奏により様々な取り組みを行います。

‣ヤングケアラーとは、例えばこんな子どもたちです ◆本市のヤングケアラーに対する取り組み

《2021年度実施》
・児童虐待防止啓発月間(11月)に、新たに作成
したリーフレットで、ヤングケアラーを紹介

・市民向けの講演会において、児童虐待防止
と併せてヤングケアラーの周知を図る(11月)

《2022年度予定》
・「ヤングケアラー支援に向けた庁内連携会議」
を開催

・児童生徒及び関係機関職員向けに、ヤング
ケアラーの啓発リーフレットを配布

・関係機関職員を対象に、ヤングケアラーに
ついての研修会を開催

・県で実施するアンケート調査の結果を分析し、
新たな支援策を検討



本市におけるヤングケアラー対応について 総合教育会議 報告２-②
2022/5/26 こども部

●ヤングケアラーに対する本市及び国・県の取り組み状況一覧

　 　

　

　

R3年度 R4年度

郡
山
市

国

県

～H30年度 R1年度 R2年度

2021年度 2022年度2019年度 2020年度～2018年度

●2019年4月 郡山市子ども家庭総合支援拠点設置（子どもと家庭の実情の把握・相談対応・訪問等による継続的支援を行う拠点）

●2007年11月 郡山市要保護児童対策地域協議会設置（多機関連携による児童虐待の早期発見、情報共有、役割分担等を行う協議会）

●スクールソーシャルワーカー(2013年～)・スクールカウンセラー（2000年～）の配置

●児童虐待防止啓発リーフレットで

ヤングケアラーを紹介（11月）

●児童虐待防止講演会で、ヤング

ケアラーについて周知（11月）

●児童生徒(小4～中3)及び関係機関に、啓発用

リーフレットを配布（7月予定）

●関係機関職員を対象に、ヤングケアラーに

ついての研修会を開催（7月予定）

●「ヤングケアラー支援に向けた庁内連携会議」

を開催（第1回：5月31日予定）

●福島県で実施したヤングケアラー調査の結果

を分析し、新たな支援策を検討

●2018年～ ヤングケアラーの実態に関する調査研究

●全国の要対協に

アンケート実施

●海外事例調査

●当事者・支援団

体ヒアリング

●全国の要対協に

アンケート実施

●早期発見・支援に

向けたガイドライン

等の作成

●全国の中学校・高校及び

中高生（中2、高2）に

アンケート(約10％抽出)

●スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセラーの配置

●児童相談所と市町村（要保護児童対策地域協議会）との連携による支援

●ヤングケアラーについて教職員への周知

（関連資料送付、県立学校長会で説明）

●ヤングケアラーについて市町村への周知

（各種会議・研修等で周知）

●プロジェクトチームによる支援策等に

ついての報告（5月）

●ポスター・リーフレット・テレビＣＭ等

による啓発活動

●多機関連携によるヤングケアラーへの

支援の在り方に関する調査研究実施

●ヤングケアラー支援に向けた

福祉・介護・医療・教育の

連携プロジェクトチーム

立ち上げ

●多機関・多職種連携によるヤングケアラー支援

マニュアル公開

●ヤングケアラー支援体制強化事業の創設

・研修や実態調査を行う自治体へ財政支援
・コーディネーター、支援者団体への支援、オン

ラインサロン等を設置する自治体に財政支援

●ヤングケアラー相互ネットワーク形成推進事業創設

・全国規模のイベントやシンポジウムを開催し、当事者や
支援者同士の相互交流を促す

●子育て世帯訪問支援モデル事業の創設

・ヤングケアラーや育児等に不安を抱える家庭に対し、
育児支援ヘルパーを派遣する

●ヤングケアラー実態調査（小5～高3まで）

●ヤングケアラー・コーディネーターを配置

●関係機関に対する研修を実施

●全国の小学校、学生（小6、大3）、一般

国民に対してアンケート（無作為抽出）



総合教育会議    
2022/5/26 政策開発課 

 

 

令和４年度 第１回郡山市総合教育会議 関連資料 

 

【議題１】学びのＤＸ関連 

資料１：デジタル田園都市国家構想関連施策の全体像 

  資料２：デジタル田園都市国家構想基本方針（骨子案） 

 

【議題２】市立学校におけるコロナウイルス感染症対策関連 

資料３：第 29 回郡山市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

 

【報告１】郡山市立学校いじめ認知件数の推移関連 

資料４：いじめ防止指導用リーフレット（小学校） 

資料５：いじめ防止指導用リーフレット（中学校） 
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の
推
進
、

サ
テ

ラ
イ
ト

キ
ャ
ン

パ
ス
等

〇
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
の
希
望
を

か
な
え
る

（
例

）
母
子

オ
ン
ラ

イ
ン
相

談
、
母

子
健

康
手
帳
ア
プ
リ
、
子
ど
も
の
見
守
り
支
援
等

〇
魅
力
的
な
地
域
を
つ
く
る

（
例

）
GI
GA
ス

ク
ー

ル
・
遠

隔
教
育

、
遠

隔
医
療
、
ド
ロ
ー
ン
物
流
、
自
動
運
転
、
Ma
a
S、

イ
ン

フ
ラ
分

野
の

DX
 、

3D
都

市
モ

デ
ル
整
備
・
活
用
、
文
化
芸
術
DX
、
防
災
DX
等


こ

れ
ま
で
の
取
組

〇
地

方
に
し
ご
と
を
つ
く
る

（
例

）
地
域

を
支
え

る
産
業

の
振
興

、
農
林
水
産
業
の
成
長
産
業
化
、
中
小
企
業

の
生
産

性
向
上

、
観
光

振
興
、

地
域
に
お
け
る
脱
炭
素
化
等

〇
ひ

と
の
流
れ
を
つ
く
る

（
例

）
地
方

移
住
の

推
進
、

関
係
人

口
創
出
・
拡
大
、
地
方
へ
の
人
材
支
援
・

イ
ン

タ
ー
ン

シ
ッ
プ

推
進
、

政
府
関
係
機
関
の
地
方
移
転
、

魅
力

あ
る
地

方
大
学

の
実
現

、
高
校
生
の
地
域
留
学

等

〇
結

婚
・
出
産
・
子
育
て
の
希
望
を
か
な
え
る

（
例

）
女
性

活
躍
の

推
進
、

少
子
化

対
策
の
推
進
等

〇
魅

力
的
な
地
域
を
つ
く
る

（
例

）
地
域

交
通
の

維
持
・

確
保
、

医
療
機
能
の
確
保
、
SD
Gs
を
通
じ
た
持
続
可
能

な
ま

ち
づ

く
り

、
地
域

防
災
の

確
保
等

解
決
す
べ
き
地
方
の
課

題
（
地
方
に
こ
そ
、
デ
ジ
タ
ル
で
解
決
す
べ
き
課
題
が
あ
る
）

・
東
京
圏
へ
の
一
極
集
中
の
是
正

・
少
子
高
齢
化
へ
の
対
応

・
地
域
経
済
の
活
性
化

・
教
育
の
質
の
維
持
・
向
上

・
適
切
な
医
療
水
準
の
確
保

等

デ
ジ
タ
ル

実
装

を
通
じ
て

、
地

域
の
課

題
解

決
・
魅
力

向
上

の
取
組
を

、
よ

り
高
度

・
効

率
的
に
推

進

地 方 活 性 化 ・ 地 方 か ら の ボ ト ム ア ッ プ の 成 長

【
構
想

の
実

現
に
向
け
た
今
後

の
進

め
方
】

５
月
下

旬
～

デ
ジ
タ
ル
田
園

都
市

国
家

構
想
基
本

方
針
案
の
と

り
ま
と
め
（
第
８
回
デ

ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
実
現
会
議
）

⇒
閣
議
決
定

年
末

デ
ジ
タ
ル
田
園
都

市
国

家
構

想
総

合
戦

略
（
仮
称
）
の
策
定
（
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
の
改
訂
）

－
コ

ロ
ナ
禍

や
デ
ジ

タ
ル
技

術
の
浸
透
・
進
展
な
ど
状
況
の
変
化
を
踏
ま
え

、
20
24
年

度
ま
で

の
地
方

創
生
の

基
本

的
方

向
を

定
め
た
ま

ち
・

ひ
と
・

し
ご

と
創
生
総
合
戦
略
を
抜
本
的
に
改
正
し
、
構
想
の
中
長
期
的
な

基
本
的
方

向
を

提
示
す

る
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
総
合
戦
略
（

仮
称

）
を

策
定
。

⇒
地

方
公
共
団

体
は
、

新
た
な
状
況
下
で
目
指
す
べ
き
地
域
像
を

再
構
築
し

、
地

方
版

総
合
戦

略
を
改

訂
し
、

具
体

的
な

取
組

を
推
進

。
（
国

は
、
地

方
版
総

合
戦
略

に
基
づ
く
取
組
に
つ
い
て
、
交
付
金
な
ど
さ

ま
ざ

ま
な

施
策
を

活
用
し

て
支
援

）

脱
炭
素
先
行
地
域

ス
マ

ー
ト
シ

テ
ィ

「
デ
ジ
活
」
中
山
間
地

域
S
DG
ｓ

未
来

都
市

産
学

官
協
創

都
市

（
構
想
の
実
現
に
向
け
た
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
の
提
示
）

国
は
地
方
の
取
組
を
促
す
た
め
、
構
想
を
通
じ
て
実
現
す
る
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
を
提
示
。


デ
ジ
タ
ル
基
盤
の
整
備

20
23
年
度
ま
で
の
５

Gの
人
口
カ
バ
ー
率
9
5%
達
成
や
、
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
ス
ー
パ
ー
ハ
イ
ウ
ェ
イ
の
整
備
な
ど
、
「
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
イ
ン
フ
ラ
整
備
計
画
」
の
実
行

等
を
通
じ
て
デ
ジ
タ
ル
基
盤
整
備
を
推
進
。
国
主
導
の
下
、
デ
ー
タ
連
携
基
盤
等
を
全
国
に
実
装
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
普
及
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
利
用
を
拡
大
。


デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保

デ
ジ
タ
ル
技
術
に
よ
る
地
域
の
課
題
解
決
を
け
ん
引
す
る
デ
ジ
タ
ル
推
進
人
材
に
つ
い
て
、
2
02

6年
度
ま
で
に
2
30
万
人
育
成
。
「
デ
ジ
タ
ル
人
材
地
域
還
流
戦
略
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
に

基
づ
き
、
人
材
の
地
域
へ
の
還
流
を
促
進


誰
一
人
取
り
残
さ
れ
な
い
た
め
の
取
組

デ
ジ
タ
ル
推
進
委
員
を
全
国

展
開
す
る
な
ど
、
誰
も
が
デ
ジ
タ
ル
の
恩
恵
を
享
受
で
き
る
「
取
り
残
さ
れ
な
い
」
デ
ジ
タ
ル
社
会
を
実
現


従
来
か
ら
の
地
方
創
生
施
策
も
デ
ジ
タ
ル
シ
フ
ト
し
つ
つ
引
き
続
き
推
進



第 29 回郡山市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

～郡山市新しい生活様式推進本部会議～ 

 

次    第 

日 時：令和４年５月 17 日（火）16：00～ 

場 所：特別会議室 

１ 開  会 

 

 ２ 議  事 

 

（１）本市の新型コロナウイルス感染症患者の状況について 

（２）福島県感染拡大防止重点対策について 

（３）その他 

     

３ 市長指示等 

  

４ 閉  会 
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４郡教学第４５８号 

令和４年５月１６日 

 郡山市立学校長 

郡山市教育委員会教育長 小野 義明 

 

学校における新型コロナウイルス感染拡大防止対策について(通知) 

 

 このことについて、福島県教育委員会教育長から別紙写しのとおり、令和４年５月１３日(金)に開

催された県新型コロナウイルス感染症対策本部員会議において、同月１６日（月）から３１日（火）

までの間、基本対策の徹底と「子どもの感染拡大防止重点対策」をとることが示され、県内の子ども

の感染状況は未だ予断を許さない状態であることから、県立学校長宛通知を参考として、学びを継続

するために、学校内外における感染症対策を徹底するよう依頼がありました。 

ついては、本市においては、児童生徒の感染者が継続的に発生していることから、下記のとおりの

対応としますので、貴所属職員に周知願います。また、本通知の内容及び別添資料を各学校のメール

等で保護者に周知するとともに、各学校のウェブサイトに掲載し、引き続き学校と家庭が連携し、感

染拡大防止に向けた取組の徹底が図られるよう配慮願います。 

 なお、令和４年６月１日（水）以降の対応については、今後の感染状況の変化により改めてお知ら

せいたします。 

記 

 

１ 令和４年５月１６日（月）から５月３１日（火）までの間の対応 

（１）「感染リスクの高い学習活動」について、可能な限り感染症対策を行った上で、実施を可能にす

ること。 

（２）宿泊を伴う学校行事については、その教育的意義に鑑み、可能な限り感染症対策を行った上で

実施可能とすること。 

（３）部活動において「感染リスクの高い活動」を実施する場合は、十分な距離を取らず、マスクを

外した状態で感染した事例等を踏まえ、可能な限り感染症対策を行った上で 徐々に実施するこ

と。 

（４）部活動における合宿、遠征等による宿泊は停止すること。また、各種大会等の参加については、

感染の状況を踏まえ、十分に検討すること。ただし、全国大会、東北大会及び県大会での宿泊は

可能とする。  

（５）部活動等の実施については、適切な感染症対策を行った上で、準備や片付けを除いた活動時間

を平日は1時間以内、週休日及び祝日は２時間以内を可能とする。ただし、部内で陽性者やその

疑いがある児童生徒が出た場合は、学校の判断で速やかに部活動等を中止すること。 

（６）練習試合や合同練習会等は、可能な限り感染症対策を行った上で、 徐々に実施すること。ただ

し、部内で陽性者やその疑いがある児童生徒が出た場合は、学校の判断で速やかに中止すること。 

（７）この期間中は、児童生徒等の同居する家族に未診断の発熱等の症状が見られる場合の出席停止

の措置を継続すること。 

 

２ その他の対応 

（１）児童生徒、教職員で陽性者が判明し、学校内で感染が拡大する恐れがある場合は、学校の判断

により、感染リスクの高い学習活動や部活動を停止すること。 

（２）感染が拡大している場合の検討事項 

ア 機動的な学級・学年閉鎖、分散登校、オンライン授業等の実施 

イ 少人数に分割した授業、行事の開催方式の工夫 

ウ 部活動や校外活動等における活動方法・時間の見直し 

（３）同クラスで３人程度の感染者が確認された時点での対応については別紙のとおりとすること。 

 

 

 

（担当 学校教育推進課 主幹兼指導主事 石井 研也） 
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（別紙）                

                             令和４年５月１６日 

                          郡山市教育委員会                                                                                                   

 

新型コロナウイルス感染防止のための学級閉鎖及びPCR検査について 

                        

１ 実施期間 

  令和 4年 5月 1７日（火）から感染者数が減少するまでの当面の期間 

 

２ 目的 

  5 月 9 日以降、市内において新型コロナウイルスの感染者が継続的に発生

している状況である。感染者で小中学生の占める割合が高く、家庭内感染を介

して、社会全体への感染拡大が懸念される。そのため、小中学校の同クラスで

新規感染者が複数確認された場合には、PCR 検査を行い、社会全体への感染

を防ぐ。 

 

３ 実施方法 

  同クラスで感染者が 3 人程度確認された時点で、それぞれの感染経路等状

況を踏まえ学校と教育委員会が協議し、教育委員会の判断で学級閉鎖（5 日

間）の必要の有無を決定する。 

学級閉鎖をすることになったクラスにおいては、担任も含む児童生徒全員の

PCR検査を実施する。 
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（各教育事務所長経由） 

 ４ 教 健 第 １ ２ １ 号 

令和４年５月１３日 

 

 各市町村教育委員会教育長 様 

 

福島県教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

学校における新型コロナウイルス感染拡大防止対策について（依頼） 

このことについて、本日開催された県新型コロナウイルス感染症対策本部員会議に

おいて、別添資料のとおり感染拡大防止重点対策が令和４年５月１５日（日）をもっ

て解除され、同月１６日（月）から３１日（火）までの間、基本対策の徹底と「子ど

もの感染拡大防止重点対策」をとることが示されました。 

つきましては、県の対策方針と本県における子どもの感染状況を踏まえ、令和４年

５月１６日（月）から同月３１日（火）までの間、学校における行動基準＊“レベル

２”を継続することとしますが、学校の授業を起点とした感染拡大は確認されていな

いことから、授業における感染リスクの高い学習活動については、可能な限り感染症

対策を行った上で実施可能とすることを、各県立学校長に別紙写しのとおり通知しま

したのでお知らせいたします。 

県内の感染状況は未だ予断を許さない状態であることから、貴教育委員会におかれ

ましても別紙写しを参考として、学びを継続するために、学校内外における感染症対

策を徹底するようお願いいたします。 

＊ 福島県教育委員会「新型コロナウイルス感染症県立学校対応マニュアル＜改訂第６版＞」 P８  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （事務担当 義務教育課   主幹 吉川 電話０２４－５２１－７７７４） 

（     高校教育課   主幹 亀田 電話０２４－５２１－７７６９） 

（     特別支援教育課 主幹 齋藤 電話０２４－５２１－７７７９） 

（     健康教育課   主幹 鈴木 電話０２４－５２１－７７７７） 

令和４年５月１３日 県中教育事務所 024-935-1485   

事 務 担 当  学 校 教 育 課  指 導 主 事  鴫 原  幸 治   

郡山市教育委員会学校教育推進課 

令和４年５月１３日収受 

第４５８号 

写 
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 ４ 教 健 第 １ ２ １ 号 

令和４年５月１３日 

 

 各県立学校長 様 

 

教  育  長 

 

学校における新型コロナウイルス感染拡大防止対策について（通知） 

このことについて、本日開催された県新型コロナウイルス感染症対策本部員会議に

おいて、別添資料のとおり感染拡大防止重点対策が令和４年５月１５日（日）をもっ

て解除され、同月１６日（月）から３１日（火）までの間、基本対策の徹底と「子ど

もの感染拡大防止重点対策」をとることが示されました。 

ついては、県の対策方針と本県における子どもの感染状況を踏まえ、令和４年５月

１６日（月）から同月３１日（火）までの間、学校における行動基準＊“レベル２”

を継続することとしますが、学校の授業を起点とした感染拡大は確認されていないこ

とから、下記のとおり授業における感染リスクの高い学習活動については、可能な限

り感染症対策を行った上で実施可能とします。 

県内の感染状況は未だ予断を許さない状態であることから、令和４年４月８日付け

４教健第２９号通知の内容を踏まえ、学びを継続するために、学校内外における感染

症対策を徹底するようお願いします。 

＊福島県教育委員会「新型コロナウイルス感染症県立学校対応マニュアル＜改訂第６版＞」 P８ 

記 

１ 令和４年５月１６日（月）から同月３１日（火）までの間の対応 

（１）「感染リスクの高い学習活動」については、可能な限り感染症対策を行った上

で、実施を可能とすること。 

（２）宿泊を伴う学校行事については、その教育的意義に鑑み、可能な限り感染症対

策を行った上で実施可能とすること。 

（３）部活動において「感染リスクの高い活動」を実施する場合は、十分な距離を取

らず、マスクを外した状態で感染した事例等を踏まえ、可能な限り感染症対策を

行った上で徐々に実施すること。 

（４）部活動における合宿、遠征等による宿泊は停止すること。ただし、全国大会、

東北大会及び県大会での宿泊は可能とする。 

（５）練習試合や合同練習会等は、可能な限り感染症対策を行った上で、徐々に実施

すること。 

（６）児童生徒等の同居する家族に未診断の発熱等の症状が見られる場合の出席停止

の措置を継続すること。＊文部科学省「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュ

アル～「学校の新しい生活様式」～（2022.4.1Ver.8）」P22、45～47 参照 

２ その他の対応 

（１）生徒、教職員で陽性者が判明し、学校内で感染が拡大する恐れがある場合は、

学校の判断により、感染リスクの高い学習活動や部活動を停止すること。 

（２）感染が拡大している地域における検討事項 

ア 機動的な学級・学年閉鎖、分散登校、オンライン授業等の実施 

イ 少人数に分割した授業、行事の開催方式の工夫 

ウ 部活動や校外活動等における活動方法・時間の見直し 

 

（事務担当 高校教育課   主幹 亀田 電話０２４－５２１－７７６９） 

（     特別支援教育課 主幹 齋藤 電話０２４－５２１－７７７９） 

（     健康教育課   主幹 鈴木 電話０２４－５２１－７７７７） 

写  
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学校施設の社会開放（貸出）の休止措置の延長について 

 

 

〇 学校施設の社会開放（貸出）の休止措置を５月 31 日（火）まで継続します。 

 

１ 背景 

  ・県の感染拡大防止重点対策が子どもの感染拡大防止重点対策として継続された。 

   （５月 31日まで） 

  ・大型連休後に市内における新規陽性者数が再拡大している。 

  ・小中学生の陽性者数の占める割合も依然として高い割合である。 

  ・市立小中学校における特設クラブや部活動の活動時間の制限を継続することとした。 

                  

 

 

  

 

 

 

⇒学校施設の社会開放を休止することにより学校施設内における感染リスク低減を図る。 

          

 

２ これまでの経過 

 

  〇 令和４年１月 27 日から５月 15日まで 貸出休止 

 

経    過 備   考 

・令和３年８月 23 日～10 月３日 貸出休止 

 

 

 

・10 月４日～令和４年１月 26 日 貸出再開 

・１月 27日～３月６日     貸出休止 

 

・３月７日～         貸出休止継続中 

・まん延防止等重点措置期間 

（８月 23日～９月 23日） 

・移行期間 

（９月 24日～10 月３日） 

 

・まん延防止等重点措置期間 

（１月 27日～３月６日） 

・感染拡大防止重点対策 

 （３月７日～３月 18日） 

・対策期間延長（３月 31 日まで） 

・対策期間延長（４月 17 日まで） 

・対策期間延長（５月 15 日まで） 

 

2022.5.17 教育総務部総務課 

学校施設についても引き続き、児童、生徒の感染を防ぐ対策が必要 
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４郡教総第 391 号  

                        令和４年５月 13 日  

 

 郡山市立学校長 

 

郡山市教育委員会教育長  

 

   学校施設の一般団体への開放休止について（通知） 

  

 このことについて、新型コロナウイルス感染症に係る福島県内の感染拡大防止重点対策

が、子どもの感染拡大防止重点対策に特化し、令和４年５月 31日(火)まで延長となること

を受け、学校施設(体育館・グラウンド等)の一般団体への開放休止についても、令和４年

５月 31 日（火）まで延長とします。 

 つきましては、関係団体等への周知等の対応方、よろしくお願いします。 

 なお、令和４年６月１日（水）以降の対応については、別途通知します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務担当】 

教育総務部総務課 企画財政係 松崎 

TEL：924-2421 
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